
大阪市指定介護保険事業者に対する運営指導業務委託（長期継続）仕様書 

 

1 事業の概要 

  介護保険法(平成 9年法律第 123号。)第 24条の 2の規定に基づき、介護保険に係るサービス 

 提供事業者に対する運営指導の一部を指定市町村事務受託法人に委託することにより、介護給付費 

 等対象サービスの質の確保、利用者保護及び保険給付の適正化をより一層推進する。 

 

2 業務の名称 

  大阪市指定介護保険事業者に対する運営指導業務委託（長期継続） 

 

3 委託期間 

  令和８年４月１日から令和 11年３月 31日 

 

4 委託業務の内容 

（１）委託する業務 

   指定訪問介護事業等に係る定型的かつ定例的な運営指導の業務のうち、実施通知原案の 

  作成、日程調整、実施通知の発送、現地における運営指導、大阪市への報告及び結果通知原案 

  の作成を行う。（具体的内容は、別途委託実施要綱に記載のとおり） 

（２）運営指導業務の流れ(業務委託の範囲は、次の②・④・⑤・⑥・⑦) 

 

       ① 運営指導先の選定(大阪市実施) 

              ↓ 

       ② 実施通知原案の作成及び日程調整 

              ↓ 

       ③ 実施通知 決裁(大阪市実施) 

              ↓ 

       ④ 実施通知 発送 

              ↓ 

       ⑤ 現地における運営指導 

              ↓ 

       ⑥ 改善指導事項の確認・整理及び大阪市への報告 

              ↓ 

       ⑦ 結果通知原案の作成 

              ↓ 

       ⑧ 結果通知 決裁(大阪市実施) 

              ↓ 

       ⑨ 結果通知 発送(大阪市実施) 

              ↓ 

       ⑩ 改善報告の受理・改善状況の確認(大阪市実施) 

 



（３）対象事業 

    ・指定訪問介護事業 

    ・指定第一号訪問事業 

    ・指定訪問看護 

    ・指定介護予防訪問看護 

    ・指定福祉用具貸与 

・指定介護予防福祉用具貸与 

・指定特定用具販売 

・指定特定介護予防福祉用具販売 

（４）委託件数（予定） 

  令和８年度       426か所 

  令和９・10年度  各年 471か所 

  通常、１か所について、上記（３）に掲げる複数の事業に対して同時に運営指導を行う。 

 

5 業務実施体制及び資格要件等 

（１）実施体制 

  ・業務にあたっては、管理責任者を１名以上配置すること。 

  ・現地における運営指導は、１か所について運営指導に従事する者（以下「指導調査員」という。）

２名以上で行うこと。 

・管理責任者と指導調査員との兼務は認められない。ただし、管理責任者の業務に支障がない

場合はこの限りではない。 

（２）指導調査員の資格要件 

  指導調査員は、次に掲げる資格要件等のいずれかを満たす者に限る。 

  ・介護支援専門員資格を有する者 

  ・介護福祉士資格を有する者 

  ・社会福祉士資格を有する者 

  ・都道府県又は市町村において介護保険事業者の指定もしくは指導監査の経験を有する者 

  ・介護サービス情報公表制度調査員として５年以上の勤務経験を有し、特に優秀な評価をされた者 

・保健・福祉に関する国家資格を有する者又は、保健・福祉現場に３年以上携わった者等、上

記と同等の能力及び見識を有すると認められる者 

（３）指導調査員として認めない者 

上記（２）の資格要件にかかわらず、指定訪問介護事業所等の従業者として従事する者、取

消処分を受けた法人の欠格事由該当者等、運営指導における公正性の確保等が困難であると発

注者が判断した者については指導調査員としない。 

（４）業務内容 

 管理責任者の主たる業務内容は、運営指導の進捗管理、運営指導現場からの疑義照会等への

指示、成果物の作成・精査並びに提出、本市職員からの疑義照会等への対応とし、指導調査員

の主たる業務内容は、現地における運営指導及び運営指導結果書（結果通知原案）の作成とす

る。 

（５）準備物 



業務遂行上必要な物品や（パソコン、タブレット端末、Wi-Fi、モバイルプリンター等）を準

備すること。 

 

6 履行場所 

市内指定訪問介護等事業所、指定訪問看護事業所、指定福祉用具貸与事業所・指定特定用具販

売事業所 

なお、現地における運営指導以外の業務を行う事務室は、受注者が確保するものとする。 

 

7 業務委託等の内容 

  受注者は、契約書の定めに従い、次に掲げる業務の委託を受けるものとする。 

（１）受注者は、資格要件等を満たす必要な員数の指導調査員を雇用すること。 

（２）受注者は、指導調査員を雇用するごとに別途委託実施要綱に定める様式により「指導調査

員名簿」を作成し、発注者に報告すること。 

（３）受注者は、運営指導実施月（令和８年６月）までに「運営指導マニュアル」を作成のうえ

発注者に提出し承諾を得るとともに、「運営指導マニュアル」を指導調査員に配付し、運営指

導に必要な知識を共通認識させること。なお、「運営指導マニュアル」は、発注者により提示

されたものを参考に作成するが、法改正等に対応できるよう適宜整備を行い、常に最新の状

態に保つこと。 

（４）受注者は、指導調査員に対し、業務の質の向上に必要となる、個人情報保護や権利擁護、

介護福祉に関する研修を年１回以上実施し、その内容を発注者に報告すること。 

（５）受注者は、指導調査員を、発注者が実施する業務の質の向上に必要な研修等に参加させること。 

（６）「運営指導実施計画書」は、別途委託実施要綱に定める様式により、受注者が運営指導実施月

の前々月の 15日までに作成し、発注者に報告すること。 

（７）受注者は、サービス事業者ごとに２名以上の指導調査員により現地における運営指導を行い、

講評を行うこと。 

（８）「運営指導結果書」（結果通知原案）は、福祉局が定める様式により受注者が運営指導を実施

したサービス事業者ごとに作成し、実施日から 14日以内に発注者に報告すること。 

（９）「運営指導等実績報告書」は、別途委託実施要綱に定める様式により受注者が運営指導を実施

した月の翌月の 15 日までに（３月実施分については速やかに）作成し、発注者に報告するこ

と。 

 

8 提出物と提出時期 

 ・指導調査員名簿 指導調査員雇用後速やかに 

 ・運営指導マニュアル 令和８年６月 30日まで 

 ・研修実施報告書（任意様式） 研修実施後速やかに 

 ・運営指導実施計画書 運営指導実施月の前々月の 15日まで 

 ・運営指導結果書（結果通知原案） 実施日から 14日以内 

 ・運営指導等実績報告書 運営指導を実施した月の翌月の 15日まで 

（３月実施分については速やかに） 

 



9 令和８年度業務スケジュール 

10 貸与資料等 

（１）運営指導に必要となる貸与資料（以下、「貸与資料」という）は、次に掲げるものとし、

発注者から電子媒体又は紙媒体で提供する。 

ア 台帳システム情報（事業所・法人） 

イ 給付詳細情報（必要な場合のみ） 

ウ その他福祉局長が必要と認めるもの 

（２）実施通知書と併せてサービス事業者に送付する関係書類（以下、「関係書類」という）

は、次に掲げるものとし、発注者から電子媒体で提供する。 

ア 当日準備書類一覧表 

イ 従業者の勤務体制及びサービス提供時間一覧 

ウ 従業者の資格一覧表 

エ 運営指導事業所リスト（四半期毎） 

（３）運営指導において使用するチェックリストは、発注者から電子媒体等で提供する。 

（４）貸与資料、関係書類及びチェックリスト（以下、「貸与書類等」という。）の収受は、大 

阪市福祉局高齢者施策部介護保険課（指定・指導グループ）にて手渡し（電子媒体の場合

はセキュリティ対策を講じた上、メモリースティックやメール送受信等）で行い、発注者

が整備する個人情報持出等管理簿により管理するものとする。 

（５）受託者は、貸与書類等を使用した後は、速やかに発注者に返却しなければならない。 

（６）受託者は、第２項イ及びウ及び第３項については、運営指導において事業所ごとに作成 

し、その後発注者に成果物として提出すること。  

（７）受託者は、第１項、第２項エ及び第３項については複写を行ってはならない。なお、 

第２項ア～ウについて複写を行った場合は、契約終了と同時に必ず受注者側で消去するこ

と。 

（８）受託者は、貸与資料等を善良な管理のもと注意をもって取り扱わなければならず、万一、 

紛失又は損傷した場合には、直ちに発注者に報告するとともに、発注者の指示に従い修復

等の必要な措置を講じなければならない。なお当該措置のために発生する費用については

受託者の負担とする。 

（９）受注者が業務を遂行するにあたり必要となる備品等の経費は、契約金額に含まれるものと

し、発注者は契約金額以外の費用を負担しない。 

→運営指導開始

●
●
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●●●●●●●●●●●●

運営指導準備期間

●●運営指導実施計画書
運営指導結果書

運営指導等実績報告書

R8.2 R8.4

指導調査員育成
（本市職員に同行しての運営指導）

R8.7 R8.8 R8.9
業者決定日

運営指導マニュアル作成

契約開始日

R8.5 R8.6

●●●

●●

7月分を提出 8月分を提出



 

 

11 注意事項 

（１）受注者は業務の進捗状況等を定期的（２週間に１回程度）に報告するほか、発注者の求め

に応じて報告を行う。 

（２）業務の目的を達成するために、発注者は業務の進捗状況・進行状況に関しての必要な指示 

   を行えるものとし、受注者はこれに従う。 

（３）業務の目的を達成するために、本仕様書に明示されていない事項で必要な作業が生じた時 

   は、発注者と受注者が協議を行う。 

（４）受注者は業務の性質を鑑み、次の点に注意し、必要な情報セキュリティ策を講じること。 

  ア 個人情報の保護 

    電子データや帳票類をはじめ、受託業務により知り得た法人情報や個人情報については、 

   情報の漏えい、滅失、き損等の防止、その他個人情報の保護に必要な体制の整備及び措置を 

   十分に講じること。 

  イ 情報漏洩の防止 

    本業務に携わった者は、個人情報はもちろんのこと、業務の遂行を通じて知りえた情報を 

   漏らしてはならない。その職を退いた後も同様とする。 

  ウ その他情報セキュリティ対策の実施 

本業務の実施にあたっては、本市の定める「大阪市個人情報の保護に関する法律の施行等に関す

る条例（令和５年条例第５号）」、大阪市情報セキュリティ管理規程（平成 19年庁達第 19号）」

その他情報の保護に関連する各種規程等については本市職員と同様に遵守するとともに、個

人情報の保護や業務上の機密の保持に留意すること。 

（５）受注者は、法令等に基づいて適正に業務を遂行するとともに、公平性の確保に努めること。 

 

12 委託料等について 

（１） 委託料額 

業務委託料は、次表の額とする。 

ただし、令和８年度～令和 10年度の各年度予算が成立しない場合、契約を解除することがあ

る。（各年度予算が変更された場合は、受注者と協議の上、契約の一部を変更して契約を締結す

る場合があり、原則として、受注者はこれに応じなくてはならない。） 

 

※税率は 10％とする。 

（２） 委託費の支払いは、業務終了後、本市の検査を経て、受注者の請求に基づき四半期ごとの確定 

払いにて支払う。 

 

契約金額（税込）（円）
令和８年度
　（令和８年４月１日～令和９年３月31日）

37,793,285

令和９年度
　（令和９年４月１日～令和10年３月31日）

37,848,972

令和10年度
　（令和10年４月１日～令和11年３月31日）

37,848,972



13 再委託について 

 （１）介護保険事業者指導業務委託契約書第 16条第１項に規定する「主たる部分」とは次の各号に

掲げるものをいい、受注者はこれを再委託することはできない。 

   ①委託業務における総合的企画、業務遂行管理、業務の手法の決定及び技術的判断等 

   ②上記「４委託業務の内容」に記載の各業務 

 （２）受注者は、コピー、ワープロ、印刷、製本、トレース、資料整理などの簡易な業務の再委託

にあたっては、発注者の承諾を必要としない。 

 （３）受注者は、第１項及び第２項に規定する業務以外の再委託にあたっては、書面により発注者

の承諾を得なければならない。 

    なお、元請の契約金額が 1,000万円を超え契約の一部を再委託しているものについては、再

委託相手先、再委託内容、再委託金額を公表する。 

（４）地方自治法施行令第 167条の２第１項第２号の規定に基づき、契約の性質又は目的が競争入

札に適さないとして、随意契約により契約を締結した委託業務においては、発注者は、前項に

規定する承諾の申請があったときは、原則として業務委託料の３分の１以内で申請がなされた

場合に限り、承諾を行うものとする。ただし、業務の性質上、これを超えることがやむを得な

いと発注者が認めたとき、又は、コンペ方式若しくはプロポーザル方式で受注者を選定したと

きは、この限りではない。 

（５）受注者は、業務を再委託及び再々委託等（以下「再委託等」という。）に付する場合、書面に

より再委託等の相手方との契約関係を明確にしておくとともに、再委託等の相手方に対して適

切な指導、管理の下に業務を実施しなければならない。 

なお、再委託等の相手方は、大阪市競争入札参加停止措置要綱に基づく停止措置期間中の

者、又は大阪市契約関係暴力団排除措置要綱に基づく入札等除外措置を受けている者であって

はならない。また、大阪市契約関係暴力団排除措置要綱第 12条第３項に基づき、再委託等の相

手方が暴力団員又は暴力団密接関係者でない旨の誓約書を特記事項第３項及び第４項に規定す

る書面とあわせて発注者に提出しなければならない。 

 

14 事業担当 

   大阪市福祉局高齢施策部介護保険課（指定指導担当） 

   〒541-0055  大阪市中央区船場中央 3-1-7-331(船場センタービル 7号館南側 3階) 

   ☎ 06-6241-6310 Fax 06-6241-6608 


